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 平素は、弊社の運営に格別のご理解とご支援を賜り、厚く御礼申し上

げます。 

 さて、㈱ダイヤモンド社が運営するインターネット記事配信サイト

「ダイヤモンド・オンライン」において、７月１０日付で「コメ偽装問

題、ＪＡの主張に反論！農水省検査“シロ”でも疑惑は消えない」との

見出しの記事が配信されました。 

 ご存知のとおり、農林水産省は６月２７日に弊社および弊社の取引

先・販売先の取引業者に対する立入検査の結果を公表しており、弊社商

品に外国産米の混入がなかったことは既に明らかとなっております。 

それにもかかわらず、ダイヤモンド社は同記事内において、同社が平

成２９年２月１３日発売の週刊ダイヤモンドで報じた記事の真実性を

主張しております。 

さらに、その内容は相当の資料・根拠を示さないまま独自の見解を強

弁し、弊社の名誉を毀損するとともに、その業務を妨害することを目的

とするものであったため、別紙のとおり、代理人弁護士より厳重に抗議

いたしましたので、ご報告いたします。 

弊社といたしましては、今後、司法の場において、一連の報道にかか

るダイヤモンド社の社会的責任を徹底的に追求していくこととしてお

りますので、今後ともご指導の程、よろしくお願い申し上げます。 







平成 29年 7月 10日配信 

「ダイヤモンド・オンライン」【抜粋】 

 

◎コメ偽装問題、JAの主張に反論！農水省検査“シロ”でも疑惑は消えない 

 

京都市の米卸、京山が販売するコメの産地偽装疑惑を報じた本誌記事を受け、農林水産省は京山

を検査したが、違法行為は「確認できなかった」。だが、疑惑が解消されたとは言えない。むしろ、

京山の対応が新たな疑念を生んでいる。 

 

農水省は 6 月 27 日、ＪＡグループ京都系の米卸、京山への立ち入り検査の結果を発表した。同

社が販売するコメに「外国産米の混入が疑われるような点は確認されなかった」。 

ＪＡ京都中央会をはじめとしたＪＡグループ京都は同日、「京山の潔白が証明された」と高らか

に宣言した。だが、今回の検査で、本誌が 2017年 2月 18日号で報じた中国産米の混入疑惑が解消

したわけではないし、記事の真実性が揺らぐこともない。 

農水省は本誌の取材に対して「京山が“潔白”とまでは言っていない。記事をきっかけに検査を

したが、検査結果と記事の正誤とは別だ」（消費・安全局消費者行政・食育課）と話した。 

同省の検査に一定の制約があったのも事実だ。検査では京山と取引業者との伝票の突き合わせや

聞き取りなどで、仕入量と販売量に矛盾がないかを調べた。 

だが、農水省は全ての調査対象について記録を確認できたわけではない。京山の販売先の一部は

廃業しており、「聞き取りはできなかった。京山が保存する記録などによる確認にとどまった」（同

課）。 

また、検査の権限にも限界があった。検査は米トレーサビリティ法に基づくもので「強制捜査権

がない。忙しいと言われれば日を改める。警察のように問答無用で証拠資料を押収することもでき

ない。相手の協力が前提となる」（同課）。後述するが、京山の対応は決して協力的とは言えなかっ

た。  

 

■ＤＮＡで産地判定？ 誤った主張でＪＡ・米卸が自滅 

 

ここからは、ＪＡグループ京都が本誌記事を否定するために事実に反する主張をして、逆に不信

を買っていることを指摘したい。 

象徴的な例は、コメの産地を調べるには本誌が行った安定同位体（同じ元素でも、わずかに重さ

の違うもの）の構成比から産地を判別する手法（同位体検査）ではなく、ＤＮＡ検査をすべきだと

いう主張だ。 

ここで強調しておきたいが、ＤＮＡ検査で分かるのは品種であって、産地ではない。例えば、日

本のコシヒカリを中国で生産し、それを「日本産コシヒカリ」として販売した場合でも、産地偽装

を証明することはできないのだ。 

実際に、農水省はコメの不正表示を取り締まるため抜き打ち検査をしているが、「ＤＮＡ検査は

異品種混入、同位体検査は産地偽装を調べるためにやっている」（同課）。 

参 考 



コシヒカリへの異品種混入を毎年調べている新潟県も、ＤＮＡ検査では「産地の判別はできない」

（食品・流通課）との見解を示す。 

例外的に、新潟県だけで生産される「コシヒカリＢＬ」という品種を検出できれば、新潟県産で

あることは証明できる。 

だが、本誌が検査を依頼した日本穀物検定協会のＤＮＡ検査は、コシヒカリＢＬが入っていても、

一般のコシヒカリとして判定するので産地判別には使えない。 

本誌では京山のコメのＤＮＡ検査も実施した。だが、表示の通りコシヒカリだったので記事で取

り上げることはしなかった。 

ＪＡグループ京都は本誌記事に反論する特設ホームページで、本誌記者は「農業系記者」なのだ

から「本来、同位体検査でなく、ＤＮＡ検査をすべきことは承知していたはず」と強弁している。 

ＪＡグループ京都こそ農業団体なのだから、同位体検査とＤＮＡ検査における「検査目的の違い」

や、両検査で「客観的に証明できること」について、しっかりと勉強していただきたい。  

由々しきことに、ＪＡグループ京都の誤った主張を鵜呑みにしたメディアの報道も一部にはある。 

プレジデントオンラインは 4 月 30 日、本誌記事について「産地検査に一般的な『ＤＮＡ検査』

ではなかった」と指摘し、取材手法に「重大な疑惑」があると報じた。産地判定にどの検査が「一

般的」に使われるかは農水省や新潟県に電話すればすぐに分かることだ。 

また、同メディアは同じ記事の中で、過去 3 年、中国産米の輸入実績がないという前提に立ち、

真実としてあり得る可能性として、（1）3年前に輸入した精米が混入、（2）ＪＡや米卸による密輸、

（3）本誌の誤報――の 3 つだけを挙げた。だが、財務省の貿易統計によれば 14～16 年にも毎年、

中国から精米が日本に輸入されている。 

誤った情報発信はこれらにとどまらない。本誌は京山が農林議員らに配布した調査報告書を独自

に入手した。その中にも、首を傾げざるを得ない記述がある。 

同社は当初から、「全面的に（農水省の）調査に協力しております」とアピールしていた。 

ところが、である。前述の報告書によれば、京山は 3 月 17 日、舞鶴市の支店を訪れた農水省職

員に検査の説明を求め、「録音してから協力する」と応酬した。すると農水省職員が「検査せずに

帰った」と誇らしげに書いてあるのだ。 

農水省は「録音されれば公表されかねない。検査の手の内が広く知られてはまずいので当日は撤

収した」（同省幹部）という。 

京山による農水省への圧力はこれだけではない。3 月 31 日には、山本有二農相と奥原正明農水

省事務次官に検査結果を 1週間以内に発表することを要求。対応しなければ「法的手続きを執るこ

とがある」との文書を送っている。 

最後に、これは国会で問題になったため、その後、ホームページから削除された“幻の情報”だ

が、京山は当初、農水省の検査は同社が「依頼」したものだとする文書をホームページで公開して

いた。 

そのようにＪＡグループ京都は事実と異なる情報を流してきた。このような姿勢で信頼を取り戻

せるのか甚だ疑問である。 
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